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アジアにおける取引法改革と UNCITRAL の役割
─比較法的視点からの所見─
Trade Law Reform in Asia and the Role of UNCITRAL:  
A Look from the Perspective of the Comparative Lawyer
ルカ・カステラーニ＊
訳　伊　藤　壽　英＊＊高　橋　麻　奈＊＊＊
訳者はしがき
　本稿は，2015年12月18日， 本学にて講演されたルカ・ カステラーニ
（Luca Castellani）氏（国連国際商取引法委員会［UNCITRAL］法務官）
の講演原稿を加筆修正したものである。同氏は，2012年から，UNCITRAL
アジア太平洋地域センターの代表を務められた。同センターは，毎年，12
月に Asia Paciﬁc Day と銘打って，大学等の研究機関に参加の企画を呼び
かけていた1）。この関連で，カステラーニ氏は本学に立ち寄り，「アジア
 　本稿は著者の見解であり，国際連合における見解を示したものではないこと
をお断りしておく。
＊　国連国際商取引法委員会（UNCITRAL）法務官
 　Luca CASTELLANI
 　UNCITRAL Legal Ofﬁcer
＊＊　所員・中央大学法科大学院教授
＊＊＊　名古屋大学法学研究科国際法政専攻博士後期課程在学中
1）　UNICTRAL Asia Paciﬁc Day の参加企画ポスターについては、以下を参照。
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における取引法改革と UNCITRAL の役割」というテーマで講演してくだ
さった。とくに，統一条約起草の実務に携わっている経験から，統一法と
比較法の関係についての考察を中心に，グローバル経済における成長セク
ターであるアジアの取引法秩序の形成をどのように考えるか，貴重な意見
を賜る機会を得たことに感謝する次第である。
は じ め に
　国連国際商取引法委員会（以下「UNCITRAL」という）は，国際連合
においてグローバル・レベルで統一的な文言，すなわち商事法分野の調和
と現代化を促進するための文言を起草する，重要な法的組織である。
　比較法教育のトレーニングを受け，日常業務において依然として比較法
的手法に携わっていることから，私自身にこう問いかけている。「UNCIT-
RAL が形成する統一法と比較法の関係は，どのようなものだろうか」。こ
れが，本日，考察したいテーマである。
統一法への要求
　このような問に対する通説からの回答は，統一法を必要とする理由にも
とづく，簡明なものである。すなわち，個々の国家が自らの法を採択する
という点で2），法というものは，通例，国家ベースのものだ，ということで
ある。しかし，こういったことは国際取引にとっては有用ではない。なぜ
なら，多くの国家法が存在することが，法的枠組みに関する予見可能性に影
響を及ぼすからである。紛争が生じたとき，どの国の法が適用されるかに
http://www.uncitral.org/images/RCAP/15_11_19_Asia_pacific_day_A2_
ProgrammeHD.jpg
2）　このことは，一つの国家が多層的な部門から構成されることが可能で，その
部門が立法機関でありうるという事実や，その立法担当能力を超国家的機関に
委譲してしまった可能性もあるという事実を排除するものではない。
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ついて決定する際に，不明な点が生じる可能性があるが，とりわけ，どの
ような契約関係の構成にするかについて，準拠法の選択が関わってくる。
もし選択する準拠法が不明であれば，どのようにして，効率的に契約関係
を構成することができるのだろうか。紛争解決と異なり，契約関係をどう
構成するかは，それぞれの商取引において必ず生ずる現実問題である。
　ビジネスの視点ははっきりしている。すなわち，各国の法はそれぞれに
異なっていて，取引当事者は外国法に信を措くことはない，ということで
ある。これには，いくつかのパターンがある。たとえば，取引関係者は，
契約当事者のうちで，もっとも力の強い者が属する国の法を受け入れざる
をえない場合がある。他の場合では，第三国の法を準拠法とすることに合
意することもある。それが，すべての当事者にとって等しく了解されてい
る，あるいは等しく未知のものと思われているからである。このように考
えると，理想的な解決というのは，すべての関係者・国にとって平等とな
る一つの法規範，すなわち統一法について合意するということになる。そ
こでは，取引関係者がどの場所を事業遂行地としても，自国語で書かれた
法規範の文言を入手でき，それを適用した判決や仲裁判断を得ることがで
きる結果，法規範の内容を理解し，信頼することが可能となる。したがっ
て，法統一が促進されれば，取引費用の低減が可能となり，国境を越えた
取引を効果的に支えることになるだろう。
　以上のような理由付けは，目新しいものではない。19世紀は，1648年の
ウェストファリア条約から長く続いた国民国家形成の結実を見た世紀であ
る。19世紀初頭，最初の強力な国家法としてフランス民法典（1804年ナポ
レオン法典）が成立した。19世紀の終わりには，ドイツ民法典（1900年
BGB）が成立した。BGB は日本でもよく知られている。その草案が日本
民法典の重要なモデルとなり，日本法においても，ドイツ法理論が今日ま
で相当の敬意を払われている。
　しかしながら，19世紀末から20余年を経てすぐに，国民国家法には限界
のあることが明らかになった。すなわち，国際的な統一条約が成立したの
である。たとえば，1924年，海上物品運送について，船荷証券に関する規
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則の統一のための国際条約（ヘーグ・ルール）が成立し，1930年には，為
替手形・約束手形および小切手に関する法律統一のための国際条約（ジュ
ネーブ統一手形法条約）が成立した3）。したがって，商取引の中心的領域
をカバーする統一条約がいくつか，1930年代にすでに存在していたことに
なる。統一法というアイデアは目新しいものではなく，むしろかなり以前
から存在し，少なくとも一定の領域では，すでに機能していたものである。
比較法研究の意義
　このような背景のもとで，比較法研究をする者は，どのような役割を有
するのであろうか。これら初期の統一条約は，国家法が影響をもたない法
領域の一部に適用されるものであったが，その一部の法領域では依然とし
て統一的性質を維持してきた。すなわち，その条約に定められている関連
規定の要件を検討するだけでよかったのである。ここで，自発的に発展
し，商人が利用してきた商慣習法の命題を想起する必要がある4）。商慣習
法というのは，商人達が，前述の海上運送や手形取引において，予見可能
性と効率性のために同一のルールを共有することを要請したことから，も
ともと超国家的かつ統一的な性質を有するものであった。ここでは，比較
法研究の必要性はない。「比較」とは，複数の対象物（ここでは複数の法
規範）を比較の場に置くことを意味する。しかし，商慣習法は本質的に統
一的な性質をすでに有しているので，これを法典化するために比較法的手
法を用いる必要はない。
　もっとも，統一法が，国内において強固な定着を見ている法領域を浸食
していく場合には，問題が生じる。たとえば，前述の統一船荷証券条約や
3）　［訳注］わが国の手形法・小切手法は，このジュネーブ統一条約にもとづい
て，国内法化したものである。
4）　「商慣習法 (lex mercatoria)」とは，イギリスの法学者が表した本の題名でも
ある。たとえば，Gerard Malynes, Consuetudo, vel, lex mercatoria: or, The an-
cient law-merchant, London, 1622. を参照。
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統一手形条約が成立した1930年代に，すでに国際物品売買契約の領域にお
いて検討が開始された例がある。物品の売買に関する契約は，いかなる国
家の法制度においても，基本的な法類型である。ハンムラビ法典のような
古代法においてさえ，売買契約法理を参照し，弁済に対する財物の移転が
経済原理の根本をなすことを表している。何世紀にもわたる売買契約法理
の発展は，その法領域に特有の性質を付与することになった。それゆえ，
イギリス，フランス，ドイツの契約法は，その地理的近接性にもかかわら
ず，まったく異なるものとなっている。比較法学は，こういった多様性を
もつに至った法領域を研究するために必要とされるようになった。という
のは，比較法研究者は，当該法典に記述された諸規定を解明するだけでな
く，判例・学説や立法提案についても明らかにしてくれるからである。要
するに，比較法学は，法を構成するすべての要素を考慮に入れる，すなわ
ち，何が当該法領域の共通構成要素であるかを，適切な概念を用いて表現
し5），そして，それぞれの法体系において検討を経た共通分析を繰り返し
適用するのである。すべての構成要素は，その共通点と相違点を対照する
ために，相互に，かつ法体系を超えて比較される。法の調和は，共通の要
素のうえに築かれるが，法的ルールが理論上は著しく異なっているように
みえても，実務では同じようなことが行われている場合もある。その場合
には，比較法的手法を用いることが必要とされている。
　したがって，比較法と統一法の関係という最初の質問に対する答えは，
比較法研究は統一法文言を準備するために必要である，というものにな
る。比較法研究の手法を遵守しない場合，統一法の文言が，ある一つの法
源に過剰に影響されることがある。その場合，他の法系の国は，そのよう
な統一法文言を受容しない可能性がある。自国の法制度を特徴づける根本
原理と相容れないという技術的な理由から，あるいは，統一法文言が自国
の法的伝統に対する文化的支配を狙い，敵対するものという政治的な理由
5）　Rodolfo Sacco, Legal Formants: A Dynamic Approach to Comparative Law. 
American journal of comparative law. 1991, 39(1), 1─34 (Installment I), 343─401 
(Instalment II).
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からである。
統一法の二面的機能
　この答えは正確ではあるが，統一商事法の伝統的な役割，すなわち統一
的，あるいは少なくとも調和的なルールを定めることによって国際取引を
促進するという役割だけに着目したものである。しかしながら，統一法に
は，もう一つ別の役割がある。言い換えると，統一法は，国際レベルと国
内レベルの双方で機能することがある。前者の例は，国際的な物品売買の
ための統一法の必要性が，1980年国連国際動産売買条約（以下「CISG」
という）の成立によって充足されたというものである。後者の例は，統一
法の必要性が国内法の現代化，さらに，より正確にいえば，その現代化の
ための適切な立法モデルの発見に関わっているというものである。どのよ
うなモデルが利用可能だろうか。過去200年の間，売買契約法領域に影響
を与えたモデルというのは，それほど多くはない。ナポレオン法典につい
ては，すでに言及したが，今日では，その関連判例すべてとともに理解さ
れるべきだとされている6）。ここ数年，同法典の改正がなされる一方で，
より進歩的な現代化のための法案が議会に提出されているが，同法典にこ
れまで払われてきた敬意に変化を与えるのもまた，容易なことではないこ
とが判明した7）。同法典に言及している法律文献が相当数存在し，蓄積さ
れ，そして関連判決について説明している。したがって，このようなモデ
ルを利用しようとすれば，さらに徹底した調査をしなければならないであ
6）　Xavier Blanc-Jouvan, Worldwide Inﬂuence of the French Civil Code of 1804, on 
the occasion of its bicentennial celebration. Cornell Law School Berger interna-
tional speaker series, paper 3. Ithaca, N.Y.: Cornell Law School, 2004.
7）　2016年 ₂ 月10日，ナポレオン法典における契約法の一部について，条文文言
の修正案が承認された。Ordonnance n° 2016─131 du 10 février 2016 portant ré-
forme du droit des contrats, du régime général et de la preuve des obligations, 
available at https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=JORFTE
XT000032004939.
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ろう。 同様に，BGB の債務法分野については，2002年に改正がなされ
た8）。興味深いことに，同改正の理由の一つに，消費者保護に関する EU
法ルールを BGB に取り入れる必要があり，その結果，BGB に統一法的命
題が導入されたことは注目に値する。要するに，モデル法を参照するとき
は，いかなる範囲で法的命題が経済的要求と過去の法理論に関連しうるか
を，慎重に評価する必要がある，ということである。
立法モデルの概観
　大陸法系の立法モデルには，たとえば1907年スイス民法典があり，1926
年トルコで採用された。1942年イタリア民法典は，ラテンアメリカ諸国の
立法に影響を与えた。また，オランダの民法典は，1992年に大規模な改正
がなされたが，東欧諸国の立法モデルとして採用されている9）。しかしな
がら，これらは重要な立法モデルとみなされることはないであろう。
　コモンロー圏において，売買契約の立法モデルとなったのは，イギリス
の1893年動産売買法であり，同法は最終的に1979年動産売買法に移行し
た。取引関係者とりわけ商品販売業者はイギリス型の売買契約法を好み，
これを参考に契約モデルを構築していった。しかしながら，イギリス動産
売買法自体は，そのようなモデル法として理解するのがとくに容易という
わけではない。むしろ，判決手続において適用が容易だったのであり，裁
判上の先例に重要な意義を与えてきたコモンロー圏においてそうだったよ
うに，よく遵守され，制度化されてきたものである。しかしながら，立法
モデルとして適合性があるとはいえない。そのアプローチの根本におい
て，時代遅れのものとなる可能性があり，また，法典化を進める要請は判
例法主義の国においても認められてきたからである。さらに，イギリスで
8）　Manfred Löwisch, New Law of Obligations in Germany, Ritsumeikan Law Re-
view International Edition No. 20, March 2003, pp. 141─156.
9）　Ewoud Hondius, Recodiﬁcation of Private Law in Central and Eastern Europe 
and in the Netherlands, ELTE Law Journal, 2014, 1, pp. 51─58.
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はうまく機能するかもしれないが，裁判所の判断を全体で共有する考えが
ない国や，判例集の整備が十分でない国で，うまく機能するとはかぎらな
い。イギリスの植民地であったという理由で，1893年動産売買法が，依然
として，実際に通用している国もある。要するに，イギリス動産売買法
は，影響力のある立法モデルとなりうるが，他の国で採用されるには特別
な注意が必要ということであり，法の運用について，裁判所の能力が重要
になるという点でも同じである。
　動産売買に関する重要なモデル法の最後は，アメリカ統一商事法典（以
下「UCC」という。1952年に最終採択された）第 ₂編である。その後，
頻繁に改正要求がなされたが，改正に至ったものはなく，最終的に，改正
提案は取り下げられた。この UCC は，現在のところ，もっとも影響力の
ある立法モデルであるといえるが，批判や改正要求にさらされている状態
である。
　以上のように，立法モデルを概観したが，法改正を進めるために適切な
モデルを発見する一助になると思われる。まったく新しい動産売買法を戧
出することが可能だというのではない。参考となるこれらのモデルのなか
で，どれが正しいモデルかを明確にすることが必要なのである。その限り
で，すべてのモデルは，そこそこ信頼するに足りるとはいえ，いずれも十
分な説得力を有しているわけではないのである。おそらく，この点が本当
の問題なのであろう。1978年に「改革・開放政策」を採用して，中華人民
共和国当局は，法的予見可能性の視点，および，とりわけ経済発展を支援
する，現代的な商事法を採用するという視点から，法制度改革に注力して
きた。このような視点は，中国を，グローバルな経済の中心に復帰させる
との構想からきたものである。しかしながら，問題は，中国の地域経済に
適合的な立法モデルが存在せず，さらに，より一般的には，そのようなモ
デルを基礎とした立法作業を行う能力を欠如していることである。同じ時
期，UNCITRAL は，1930年代から進めていた作業の最終的な詰めを行い，
国際動産売買条約（CISG）を採択するに至った。中国は CISG を研究し
て，次のように結論づけた。比較法的手法を用いた包括アプローチにした
アジアにおける取引法改革と UNCITRAL の役割
179
がって起草されたため，CISG は，経済システムと法文化に関しては中立
的である，と。つまるところ，CISG は，もっとも現代的で，効率的，か
つ受容可能な立法モデルであったのである。それゆえ，中国は，CISG を
国際条約としてだけでなく，その実体法的内容の大部分を国内法として受
け入れることにしたのである。
統一法の国内法化
　いったん統一法が国内法化されると，われわれはさらに興味深い事例を
みることになる。すなわち，比較法研究を通じて戧設されることになった
国内法であるが，その法移植（継受）のゆえに検討しなければならないと
すれば，一つの立法モデルを，ある法圏から他の法圏へ移動させたものと
考えるのであろうか。伝統的な法継受の概念は，ある国の法制度を他の国
の国内法へ移植することを指す。しかし，ここで問題にしている法継受
は，超国家的もしくは非国家的な統一法制度からの移植である。われわれ
は，動産売買法の市場で，統一法にもとづく新しい重要なモデル，ぴかぴ
かに輝く，最新のモデルを見つけたことになる。統一法モデルは，いかな
る法系とも両立しうるので，とりわけ利用しやすいものである。事実，統
一法は，国際的レベルで採択可能なように，すべての法系と両立するよう
に起草されてきた。しかし，その統一法は国際的側面から飛び出し，国内
法の領域に持ち込まれることになった。その点で，UNCITRAL は国際的
なレベルで CISG を採択するよう積極的に働きかけてきた一方で，国内の
動産売買法改正のためのモデルとして（今のところ）売り込んできてはい
ないことに注目するのは，興味深いところである。
　思ったよりも，物事は容易に複雑化してしまうため，中国の裁判所は，
同一の法規範を，国際領域でも国内領域でも適用する，という場合がある
であろう。しかし，逆にプラスの効果があることを強調することが重要で
ある。中国法を学ぶ者は，国内の動産売買法とは別に，国際動産売買法を
学修しなければならないが，アメリカでは国際動産売買法も司法試験科目
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となっているのである。この二科目を学修するのに多大な労力を要するこ
とはない。なぜなら，両方は極めて似ているからである。実際に，中国人
学生が海外留学すると， 同一科目を異なる言語で学修したいと考え，
CISG に関連する科目の履修を決断するようである。これが実務に及ぼす
影響といえば，中国人法律家はすでに CISG に精通しているので，国際的
な動産売買契約について，自国法を適用するよう主張する必要がないとい
うところであろう。なぜなら，CISG の内容は中国国内法と極めて似通っ
ており，CISG 適用についての問題を容易に解決できるからである。契約
の相手方に，中国法を準拠法とするよう示すよりも，CISG を示唆するほ
うが，相手方との合意に達する可能性が高そうである。しかしながら，非
中国人当事者にとって，CISG が国際取引契約の準拠法となりうるが，そ
の国内法と異なるため，非中国人当事者の代理人弁護士は，結局のとこ
ろ，二つの異なる動産売買法に精通していなければならないことになる。
　はじめの二番目の質問に戻ると，その答えはこうなる。統一法は国内法
改革のためのモデルの役割を増していき，その結果，比較法学は，統一法
と国内法を比較の対象とするとき，その法規範が他国の法系に淵源を持つ
のか，それとも統一的な規範なのかを理解していなければならない，と。
その例として，すでに CISG と国内動産売買法の関係を挙げた。EU では，
国内法に対する統一法の影響をもっと広い範囲で観察することができる。
実際に，EU 法は各加盟国の国内法に対して直接の効果を及ぼし，間接的
であるが，EU 加盟国が非加盟国との提携を望む場合にも効果がある。
非 国 家 法
　統一法と比較法の相互関係について，三段階目が存在する。すなわち，
非国家法（a-national law）であって，反国家法でもなければ超国家法でも
ないレベルである。この非国家法は，国境を越える領域に関わるもので，
したがって，複数国家と国境が存在することが前提となっている。非国家
法は，国内法であることを拒絶し，国内法からの離脱を意味するが，一国
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の法体系の一部ではある，というものである10）。非国家法の命題について
は，もう一度商慣習法に戻ることにしよう。グローバル経済においては，
国内法に言及することは，ますます意味のないことになっている。企業
は，節税のために，本社を別の国に移転することができる。製造業のモデ
ルは，すでに国内法的なアプローチを放棄しており，多国籍企業であれ
ば，生産過程のすべての段階に，直接，責任を負うことになっている。た
とえば，タイヤ・メーカーは，製造工場から何千キロも離れた地域に，ゴ
ムの原料を栽培する農園を所有している。今や，研究開発や知的財産権の
管理・設計といった，特別の価値をもつ業務だけが，中核企業に残された
ものになっている。製造業にとって，取引関係の複雑なネットワークは，
品質管理を担保するためにあるのである。品質の概念そのものも，有体物
のたんなる物理的性質を超えて，企業の社会的責任といった観念的性質に
まで拡大されている。多くの国境をまたぐサプライ・チェーンにあって
は，サプライ・チェーンに含まれるすべての取引関係に適用されるため
に，特定国の法を準拠法として選択することは，望ましいものでもなけれ
ば，簡便な解決手段でもないのである。
　将来を予見することは不可能でも，現出しつつある傾向を示すことは可
能である。すなわち，現在では，管轄地の選択や準拠法選択について，契
約当事者に，より自由（裁量）を認める要請が強くなっている11）。
10）　Ralf Michaels, The True Lex Mercatoria: Private Law Beyond the State, 14 In-
diana Journal of Global Legal Studies 447─468 (2007) Available at: http://
scholarship.law.duke.edu/faculty_scholarship/1822.
11）　［訳注］ハーグ国際私法会議は，2005年に管轄合意条約を採択した。これは，
当事者の国際裁判管轄の合意に関する有効性と実効性，および判決の執行に関
するルールを整備するものである。2015年に EU が批准して，発効するに至っ
た。わが国では，平成23年改正において，民事訴訟法・民事保全法に，財産関
係の事件に関する国際裁判管轄の規定を盛り込んだ。また，ハーグ国際私法会
議は，2015年，国際商事契約の準拠法選択に関する原則（Principles on Choice 
of Law in International Commercial Contracts）を公表した。こちらも，当事者
の合意を基礎として，法選択の効力発生等についての原則を整備している。詳
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　一つ問題が残っているとすれば，非国家法を準拠法として選択すること
を（裁判所が）承認するかどうか，という点である。このことは，たとえ
ば，日本法と CISG を準拠法として，どちらを選択するかというだけでな
く，いかなる国家法とも無関係に，CISG を準拠法として選択できるか，
という問題の存在を認めることになると思われる。CISG のように，国内
法化された統一条約の場合には，二つの法系（CISG と国内法）における
アプローチの違いは，それほど大きなものとならないであろう。しかしな
がら，ユニドロワ国際商事契約原則のように，契約の特質を規範の文言に
組み入れる場合，準拠法の強行規定によっては，契約規範の挿入に限界が
設けられるため，アプローチの違いが著しく大きなものとなる可能性があ
る。
国際取引と紛争解決
　同様の状況は，紛争解決の場面でも観察することができる。商取引上の
紛争を解決するために仲裁を利用することの意義は，誰も疑いを持たな
い。新たな注目点は，訴訟に備えて，追加的な選択肢を定めることが望ま
しいかどうか，である。たとえば，2005年ハーグ国際管轄合意条約は支持
を増やしつつある12）。また，最近設立されたシンガポール国際商事裁判所
は，もう一つの重要な潮流である13）。
細は，以下を参照。https://www.hcch.net/en/instruments/conventions/full-
text/?cid=135
12）　［訳注］ハーグ国際私法会議のウェブサイトによれば，2015年で29カ国が承
認・批准しているとのことである。以下を参照。https://www.hcch.net/en/
instruments/conventions/status-table/?cid=98
13）　［訳注］2015年 ₁ 月，シンガポール高等裁判所の一部門として，シンガポー
ル国際商事裁判所（Singapore International Commercial Court: SICC）が設立
された。 ₂ 国間以上にまたがる国際取引（貿易取引，金融取引，合弁事業，物
品運送など）から生ずる紛争について，当事者の合意がなくても，同裁判所が
管轄を有する点がユニークである。経験豊かな外国人裁判官が事件を扱う点に
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　最後に，両当事者が準拠法の選択について合意していない場合，伝統的
なアプローチによれば，国際私法の諸原則にしたがって，準拠法が特定国
の法に決定されることになる。近時の統一法条約では，これらの条約にあ
らかじめ組み込まれた，簡略されたかたちの国際私法原則にしたがって，
当該統一法が準拠法になると定められている。以下の例によって，二つの
事例の違いが明らかになると思う。国際動産売買契約に関する準拠法が定
められていない場合，伝統的な法理によれば，法廷地の国際私法原則によ
って決定される日本法や他の各国法が準拠法となる。他方で，締約国が増
加している CISG の場合，CISG 自身が準拠法になる可能性が高い。とい
うのも，CISG はすでに日本法の一部となっているが，依然として統一法
の性質を有しており，したがって，非国家法という位置づけになるからで
ある。さらに，CISG 自体，その適用範囲を規定していることも加えてお
く。
　当初の問題に戻ると，このような事例において，比較法学は，非国家法
が存在することを明らかにする責務がある。法多元主義（legal pluralism）
のもとでは，国家法への言及がないのは，特に驚くべきことではないので
ある14）。
東アジアの法システムと統一法
　東アジアの法システムに特有の性質に照らして，もう少し検討を加えて
おくべきことがある。東アジアとは，本講演との関係でいえば，日本から
ニュージーランドを含む地理的概念として理解されている。東アジアの法
も特徴がある。詳細は，以下を参照。http://www.sicc.gov.sg/
14）　最新のものについては，以下を参照：Gralf-Peter Calliess and Insa Buchmann, 
Global commercial law between unity, pluralism, and competition: the case of the 
CISG, Unif. Law Rev. (2016), doi: 10.1093/ulr/unw002; Paul Schiff Berman, The 
inevitable legal pluralism within universal harmonization regimes: the case of the 
CISG, Unif. Law Rev. (2016), doi: 10.1093/ulr/unw001.
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システムには，いろいろなアイデアの素となるものが詰まっている。たと
えば，ある国はコモンロー圏に属し，またある国は大陸法系に属する，と
いったように。また，同じ法圏の国内法なのに，異なるモデルを採用して
いる場合もある（たとえば，フランス法とドイツ法，イギリス法とアメリ
カ法）。さらに，イスラム法を含む地域法の影響を過小評価すべきではな
い。最後に，経済統制のために社会主義モデルを組み込んだ法制度を採用
している国はない。この点は，とりわけ，契約自由原則との関連で指摘し
ておく。そこでは，裁判官は私的自治の原則のもとで，当事者の選択を左
右しようとしないからである。この契約自由原則は，ほとんどの国の国内
法に明示され，国際法の基礎となっており，非国家法の中核でもある。し
かしながら，移行経済の多くでは，契約自由・私的自治原則が十分に行き
わたっていない，ともいえる。
　東アジア地域に特有な性質のもう一つは，地域経済統合に関連してい
る。この傾向は，国際的にも一般化しつつある。商事法およびその関連法
の調和（統一）は，統一法が取引費用を低減し，その結果，単一市場の形
成を促進するというアイデアにもとづいており，それが，地域経済統合の
潮流において，重要な要素となっている。東アジアでは，多くの経済大国
を招いて国際会議等が盛んだが，地域経済統合は，そのような状況に関心
を払うことはない。東南アジア諸国連合（ASEAN）は，地域の統合の例
を示しているが，その統合の進捗は慎重である。ASEAN 条約の実行期限
は，柔軟な方法で解釈される場合もある。もう一つの地域統合組織には，
アジア太平洋経済協力会議（APEC）があるが，有益な議論の場を提供す
るだけで，締約国を拘束するような統一法を準備するための体制を備えて
いるとはいえない。
　東アジアのように経済活動が活発な地域で，新しい取引慣行が生まれて
くる点に関連して，地域経済統合の動きが活発ではないことが，現実に
は，かえって統一法の要求をもたらすことになる。たとえば，東アジアで
は，海上物品運送にかかる時間のほうが，信用状といった付属書類を処理
するのに必要な時間よりも短いので，はじめに銀行間決済システムが導入
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された。その結果，買主は，すでに仕向地に到着した目的物の引渡しにつ
いて照会することができなくなった。銀行間決済システムは，このような
書類の無券面化を進めることによって，時間の節約を図るために設けられ
たのである。しかしながら，銀行間決済システムの最適な法的枠組みは，
グローバル・レベルで設定されるべきものである。
　東アジア地域は，統一法を必要しているだけではない。その知見と経験
をもって，グローバルな規模の統一法形成に向けて大いに貢献すべきであ
る。それによって，東アジアの諸国は，統一法を準備している国際機関等
に，全面的に関わることになる。さらに，商事法改革のために余力のある
国々は，その改革が必要な国を支援すべきである。そのような協力関係
は，現実的な効果も見込まれる。たとえば，グローバル規模のサプライ・
チェーンが，公正に運営されるべきであるとすれば，そのサプライ・チェ
ーンを取り巻く法的環境がすべての関係国の特定の基準の充足を担保する
必要があり，その結果，契約関係の構成と紛争解決を効率的に行うことが
でき，管轄地を含む紛争解決についても，場所に影響されることはなくな
るであろう。統一法は，そのような実務的要請に対する最良の解決であ
る。
